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魚津市教育振興基本計画（素案）との変更点 

章 頁 
変更箇所 

備考 
変更前 変更後 

目次  
施策７ 健やかな心と体をつくる生涯スポー

ツ活動の推進 

施策７ 健やかな心と体をつくるスポーツ活動の推

進 

※生涯を削除 

目次  第６章 施策の推進のために 第６章 計画の推進のために ※語句の訂正 

１ １ 

近年の科学技術の発達とともに、高度情報

化や国際化が進展し、社会が大きく変化して

きています。そして、人々の価値観やニーズ

も多様化し、生活習慣の変化、環境問題、防

犯対策の問題など、多くの課題が生まれてい

ます。 

また、核家族化や少子高齢化の進展ととも

に、家族形態や地域社会が大きく変化し、人

間関係や地域連帯感が希薄となってきていま

す。このような状況のもと、学校や家庭、地

域の教育力の向上・充実が求められています。 

近年の科学技術の進展は、人々の交流の幅を大き

く広げるとともに、情報通信技術の急速な発達をも

たらしました。それに伴い、私たちを取り巻く社会

も大きく変化し、人々の価値観やニーズも多様化し

ています。 

また、核家族化や少子高齢化の進展とともに、家

族形態や地域社会が大きく変化し、人間関係や地域

連帯感が希薄となってきています。このような状況

のもと、学校や家庭、地域の教育力の向上・充実が

求められています。 

※文章の校正 

１ ２ 
※教育振興基本計画を教育大綱として位置づけ 

イメージ図を変更（「教育大綱」と「魚津市教育振興基本計画」を一部重ねる） 

 

２ ３ 

また、平成 22 年の６５歳以上の人口割合

は、２７．８％（全国平均２３．０％）、１５

歳未満の人口割合は１２．５％（同１３．１％）

となっており、魚津市においても少子高齢化

が進んでいるといえます。 

 

また、平成 22 年の６５歳以上の人口割合は、２

７．８％（全国平均２３．０％）、１５歳未満の人口

割合は１２．５％（同１３．１％）となっており、

本市においては、全国と比べても少子高齢化が進ん

でいるといえます。 

※計画中、主語

が「魚津市」の

場合、「本市」

に統一。 

資料１３ 
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２ ３ グラフ表記の変更 
※総人口数を

加筆 

２ ４ 

（人口減少と高齢化社会の進展は、出生率の減少

だけが原因ではありません。若年層の地方から首

都圏への流入も大きな問題となっています。 

平成２６年５月、民間研究機関は、平成５２年

には全国約１，８００ある市町村のうち、約半数

にあたる８６９市町村が消滅する可能性がある

（消滅可能性都市）とした報告書をまとめ、大き

な反響となりました。地方の人口減少は、過疎化

を招くほか、地域の文化、伝統の衰退にもつなが

ります。若年層の人口流出を防ぐため、子育てし

やすい環境整備や経済的基盤の確保、女性の活躍

推進など、様々な対策を講ずることが喫緊の課題

となっています。）以降右加筆。 

人口減少と高齢化社会の進展は、出生率の減少

だけが原因ではありません。若年層の地方から首

都圏への流入も大きな問題となっています。 

平成２６年５月、民間研究機関は、２０４０年

には全国約１，８００ある市町村のうち、約半数

にあたる８６９市町村が消滅する可能性がある

（消滅可能性都市）とした報告書をまとめ、大き

な反響となりました。 

地方の人口減少は、過疎化を招くほか、地域の

文化、伝統の衰退にもつながります。若年層の人

口流出を防ぐため、子育てしやすい環境整備や経

済的基盤の確保、女性の活躍推進など、様々な対

策を講ずることが喫緊の課題となっています。 

こうしたことから、平成２６年１１月、地方創

生関連法案の成立を受け、国はこれまでの地方分

権推進に加え、人口減少と地方創生に取組むこと

とし、５０年後に１億人程度の人口維持をめざす

「長期ビジョン」と、人口減少を克服し将来にわ

たって活力ある社会を実現するための５か年計

画を示す「総合戦略」をとりまとめました。 

本市でも国が進める地方創生戦略に対応した

人口減少対策を全庁的な組織体制で取組むため、

「魚津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン及

び総合戦略」を平成２７年１０月に策定しまし

※「魚津市ま

ち・ひと・しご

と創生人口ビ

ジョン及び総

合戦略」を平成

２７年１０月

に策定しまし

たため。 
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た。 

この戦略では、２０６０年に本市の人口規模を３

万人に維持するとした具体的な数値目標等を掲

げ、その目標達成のために４つの基本目標と基本

的方向、１１の具体的な施策についてとりまとめ

ています。 

本市では、人口減少の克服と地方創生をめざし

て市民や地域、各種団体と一体となり推進してい

きます。 

２ ５ 

◇ 消滅可能性都市 ◇ 

少子化の進行に伴う人口減少によって、存続が

困難になると予測されている自治体のこと。平成

２６年５月に、民間研究機関である「日本創成会

議」人口減少問題検討分科会が、平成５２年まで

に全国約１，８００市町村のうち約半数の８９６

市町村が消滅するおそれがあると発表しました。 

平成 22 年の国勢調査を基に試算し、平成５２

年時点で２０～３９歳の女性人口が半減する自治

体を「消滅可能性都市」と位置づけています。ま

た、同時期までに人口１万人を切る５２３自治体

は、とりわけ消滅の危険性が高いとしています。 

報告書には具体的な自治体名まで記載されてい

たため、大きな反響を呼びました。平成２６年１１

月には、国は「まち・ひと・しごと創生本部」を設

置し、人口減少と首都圏への集中、地域におけるワ

ークライフバランスを確保して、将来にわたって活

◇ 消滅可能性都市 ◇ 

少子化の進行等に伴う人口減少によって、存続

が困難になると予測されている自治体のこと。民

間研究機関である「日本創生会議」人口減少問題

分科会が、平成２２年の国勢調査を基に試算した

ました。報告書では、２０４０年までに全国約１，

８００市町村のうち約半数の８９６市町村が消

滅するおそれがあり、なかでも人口１万人を切る

５２３自治体は、とりわけ消滅の危険性が高いと

しています。 

※上記に記載

したため、◇消

滅可能性都市

◇の項を校正。 
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力ある日本社会を維持してく施策を検討していま

す。 

３ ９ 

出生率の低下や子育て世代の転出の増加などを

背景に、少子化が進行しており、幼稚園・保育園

入所児童数は年々減少しています。現在、市内に

は、公立幼稚園が１園、私立幼稚園が１園、公立

保育園が８園、私立保育園が８園設置されていま

すが、入所児童数の減少に伴い平成２８年度末に

明星幼稚園の閉園が予定されています。 

出生率の低下や子育て世代の転出の増加など

を背景に、少子化が進行しており、幼稚園・保育

園入所児童数は年々減少しています。現在、市内

には、公立幼稚園が１園、私立幼稚園が１園、公

立保育園が８園、私立保育園が８園設置されてい

ますが、入所児童数の減少に伴い平成２８年度末

に私立幼稚園の閉園が予定されています。 

※語句の修正 

３ ９ 

（図１）データ Ｈ１７－Ｈ２６ （図１）データ Ｈ１８－Ｈ２7 ※表データを

直近10か年に

更新 

３ １０ 

平成２７年３月に策定した魚津市子ども・子育

て支援事業計画では、平成３０年度に住吉保育園

を、平成３１年度に経田保育園をそれぞれ認定こ

ども園化し、市西部・東部のそれぞれで、教育・

保育を一体的に提供できる環境を整備することと

しています。住吉保育園については、園舎が老朽

化していることから、改築を視野に入れ、民設民

営化、または公設民営化することも検討していき

ます。経田保育園については、施設の大規模修繕

を実施したうえで、民営化することも検討してい

きます。なお、認定こども園において、保育園・

幼稚園の長所を生かした特色のある幼児教育及び

保育を実施します。 

 

平成２７年４月にスタートした「子ども・子育

て支援新制度」においては、教育・保育を一体的

に提供する認定こども園の普及促進が図られて

おり、平成２８年４月から私立保育園５園が認定

こども園へ移行することとなっています。公立保

育園の認定こども園化については、民設民営化又

は、公設民営化も視野に、私立保育園の移行状況

や保護者のニーズをみながら整備に努めます。な

お、認定こども園においては、保育園・幼稚園の

長所を生かした特色のある幼児教育及び保育を

実施します。 
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３ １４ 

平成２６年度のいじめ認知数は、小学校では０．

９３％と増加傾向にありますが、中学校では０．

７６％と減少しています。 

平成２６年度のいじめ（認知件数）は、小学校

では１．３０％と増加していますが、中学校では

０．７６％と減少しています。 

※語句の訂正 

３ １６ 

（表１） いじめの認知数の在籍比 

小学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

23 人 15 人 6 人 20 人 

0.85％ 0.65％ 0.27％ 0.93％ 

0.53％ 0.32％ 0.57％ ― ％ 

0.48％ 1.75％ 1.80％ ― ％ 

 

中学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

5 人 10 人 14 人 9 人 

0.42％ 0.86％ 1.19％ 0.76％ 

0.89％ 1.98％ 1.03％ ― ％ 

0.90％ 1.86％ 1.64％ ― ％ 

Ｈ２７ 学校基本調査 

 

（表１） いじめ（認知件数） 

小学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

23 件 15 件 6 件 28 件 

0.85％ 0.65％ 0.27％ 1.30％ 

0.54％ 0.65％ 0.57％ 0.88％ 

0.48％ 1.75％ 1.80％ 1.88％ 

 

中学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

5 件 10 件 14 件 9 件 

0.42％ 0.86％ 1.19％ 0.76％ 

0.92％ 1.04％ 1.03％ 1.17％ 

0.90％ 1.86％ 1.64％ 1.58％ 

Ｈ２６ 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸

問題に関する調査 

※標題の変更 

※単位の変更 

※データの更

新 

※出典表記変

更 



6 
 

 ※（表１）下段に「※ 平成 26 年度調査は、対

人関係のトラブルではないかと判断していたも

のも含めて計上したものである。」と加筆。 

３ １６ 

（表２） 不登校の出現率 

小学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

7 人 7 人 11 人 11 人 

0.47％ 0.30％ 0.50％ 0.51％ 

0.34％ 0.34％ 0.34％ 0.39％ 

0.33％ 0.32％ 0.37％ 0.39％ 

 

中学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

19 人 23 人 22 人 22 人 

2.48％ 1.97％ 1.95％ 1.85％ 

2.14％ 2.01％ 2.13％ 1.94％ 

2.78％ 2.69％ 2.81％ 2.76％ 

２７ 学校基本調査 

 

（表２） 不登校の出現率 

小学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

7 人 7 人 11 人 11 人 

0.30％ 0.30％ 0.50％ 0.51％ 

0.34％ 0.34％ 0.34％ 0.39％ 

0.33％ 0.32％ 0.37％ 0.40％ 

 

中学校 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

19 人 23 人 23 人 22 人 

1.61％ 1.97％ 1.95％ 1.85％ 

2.14％ 2.01％ 2.17％ 1.97％ 

2.78％ 2.69％ 2.81％ 2.88％ 

Ｈ２６ 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸

問題に関する調査 

※データの更

新 

※出典表記変

更 
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３ １７ 

平成２７年度全国学力・学習状況調査の結果よ

り、「朝食を毎日食べている」と答えた児童生徒は

９０％前後います。また、ほとんど食べていると

答えた児童生徒を合わせると９５％を超えて全国

や県平均を上回っています。 

平成２７年度全国学力・学習状況調査の結果よ

り、「朝食を毎日食べている」と答えた児童生徒

は９０％前後います。また、「どちらかといえば

している」と答えた児童生徒を合わせると９５％

を超えて全国や県平均を上回っています。 

※語句の訂正 

３ １７ 

「規則正しい生活を送っていると思う」「どちら

かといえばそう思う」と答えた保護者は、小学校

では８６．２％、中学校では８４％でほぼ基本的

生活習慣が身に付いています。 

「規則正しい生活を送っていると思う」「どち

らかといえばそう思う」と答えた保護者は、小学

校では８６．２％、中学校では８４．０％でほぼ

基本的生活習慣が身に付いています。 

※小数点以下

第１位まで表

記 

３ １７ 

 小学生は約７０％、中学生は約８０％います。

また、「持っていることで困ったことがある」と答

えた小学生は２％、中学生は約８％います。 

 

 

 

 

 

小学生は６９．５％、中学生は７８．５％いま

す。また、「持っていることで困ったことがある」

と答えた小学生は２．0％、中学生は７．５％い

ます。  

※小数点以下

第１位まで表

記 

３ １７ 

近年、食生活が豊かになった一方で、不規則な

食事や偏食などによる生活習慣病の増加など食を

めぐる様々な問題が生じています。こうした中、

平成１７年に魚津市食育推進計画を策定し、平成

２４年には計画を見直して、市の豊かな地域資源

を生かしながら、家庭、学校、地域が一体となり

食育を推進しています。 

近年、食生活が豊かになった一方で、不規則な

食事や偏食などによる生活習慣病の増加など食

をめぐる様々な問題が生じています。こうした

中、あらためて「食育」の必要性が重視されるよ

うになり、国では、平成１７年に「食育基本法」

が制定され、本市においても、平成２４年に「魚

津市食育推進計画」を策定し、市の豊かな地域資

源を生かしながら、家庭、学校、地域が一体とな

り食育を推進しています。 

※文言の変更 
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３ ２０ 

市内の１４小中学校において、特別支援学級の

開設は２０学級で、在籍する児童生徒数はここ数

年約４５名で推移しています。 

市内の１４小中学校において、平成２７年度の

特別支援学級の開設は１９学級で、在籍する児童

生徒数は４３名となっています。 

※Ｈ27 年デー

タに更新。 

３ ２０ 

通常学級における特別な支援が必要な児童生徒

数の割合は約６．４％で、全国平均とほぼ同じ値

になっています。児童生徒一人一人に応じたきめ

細かな指導を行うため、通級指導教室の充実と特

別支援スタディメイトの配置を行っています。 

通常学級における特別な支援が必要な児童生

徒数の割合は８．２％となっています。児童生徒

一人一人に応じたきめ細かな指導を行うため、通

級指導教室の充実と特別支援スタディメイトの

配置を行っています。 

※Ｈ27 年デー

タに更新。全国

比較削除。 

３ ２０ 

（表５）データ Ｈ２４-Ｈ２６ 

（表６）データ Ｈ２４-Ｈ２６ 

（表７）データ Ｈ２６ 

（表５）データ Ｈ２５-Ｈ２７ 

（表６）データ Ｈ２５-Ｈ２７ 

（表７）データ Ｈ２７ 

※表データを

直近３か年に

更新 

３ ２０ 

（表６）通常学級における発達障がいのあるまた

は疑いのある要支援児童数と特別支援スタディメ

イト数 

 

通常学級における特別な支援が必要な児童生

徒数と特別支援スタディメイト数 

※（表６）の表

題の変更 

３ ２０ 

園や学校、関係機関の連携を密にするとともに、

保護者との相談や教育支援委員会の判断を基に一

人一人の障がいの程度や発達の状態に合わせて就

学支援を行っています。 

幼稚園・保育園や学校、関係機関の連携を密に

するとともに、保護者との相談や教育支援委員会

の判断を基に一人一人の障がいの程度や発達の

状態に合わせて就学支援を行っています。 

※語句の訂正。 

３ ２１ 

平成２６年度全国体力・運動能力、運動習慣等

調査によると魚津市の小学校第５学年児童の９

３％、中学校第２学年生徒の８６％が「運動が好

き」もしくは「やや好き」と答えています。また、

ほぼ同じ割合の児童・生徒が「体育（保健体育）

の授業は楽しい」もしくは「やや楽しい」と答え

ており、体を動かすことに肯定的な児童・生徒が

多く見られます。 

平成２７年度全国体力・運動能力、運動習慣等

調査によると本市の小学校５年生の９４．０％、

中学校２年生の８５．０％が「運動が好き」もし

くは「やや好き」と答えています。また、ほぼ同

じ割合の児童生徒が「体育（保健体育）の授業は

楽しい」もしくは「やや楽しい」と答えており、

体を動かすことに肯定的な児童生徒が多く見ら

れます。 

※最新のデー

タに更新。それ

に伴う文言の

訂正。 

※計画（素案）

中、児童・生徒

を全て児童生

徒に変更。 
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３ ２１ 

調査における体力テスト合計得点の平均点に注

目すると、中学生男女で全国平均及び県平均を下

回っています。また、総合評価において平成２６

年度調査と平成２５年度調査を比べると、平均を

上回るＡ、Ｂ段階の生徒の割合が減り、平均を下

回るＤ、Ｅ段階の生徒の割合が増えています。 

調査における体力テスト合計得点の平均点に

注目すると、中学生男女で全国平均及び県平均を

下回っています。また、総合評価において平成２

７年度調査と平成２６年度調査を比べると、平均

を上回るＡ、Ｂ段階の生徒の割合が増え、平均を

下回るＤ、Ｅ段階の生徒の割合が減っています。 

※同上 

３ ２１ 

 １週間の総運動時間（学校での体育授業時間を

除く）に注目すると、本市においては１週間の総

運動時間が０分の児童生徒がみられます。児童で

は全体の０～２％ですが、特に中学校女子におい

ては全体の９％と多くなっています。 

 

 

 

 

 １週間の総運動時間（学校での体育授業時間を

除く）に注目すると、本市においては１週間の総

運動時間が０分の児童生徒がみられます。児童で

は全体の０～３％ですが、特に中学校女子におい

ては全体の 11％と多くなっています。 

※同上 

３ ２１ 

※全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

文部科学省が小学校第５学年・中学校第２学年を

対象に行っている調査です。小学校調査、中学校

調査とも８種目の体力テストを実施し、それぞれ

の記録を項目別得点表により採点します。各項目

の得点を合計し総合評価として、Ａ～Ｅの５段階

で評価します。 

※全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

文部科学省が小学校５年生・中学校２年生を対象

に行っている調査です。小学校調査、中学校調査

とも８種目の体力テストを実施し、それぞれの記

録を項目別得点表により採点します。各項目の得

点を合計し総合評価として、Ａ～Ｅの５段階で評

価します。 

※語句の修正 

３ ２１ （図１３）中学男女総合評価データ更新 ― 

※平成２７年

度調査に基づ

き更新 

３ ２１ （図１４）１週間の総運動時間データ更新 ― 同上 
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３ ２３ 

「授業参観や学校行事に参加するようにしてい

る」「どちらかといえばしている」と答えた保護者

は、小学校では６９．６％、中学校では３４．１％

となっており、小学校では積極的に参加するもの

の中学校では関心が低くなっています。 

「授業参観や学校行事に参加するようにして

いる」「どちらかといえばしている」と答えた保

護者は、小学校では９５．２％、中学校では７３．

３％となっており、小学校では積極的に参加する

ものの中学校では関心が低くなっています。 

※数値記載誤

りによる訂正。 

３ ２３ 

「学校の教育方針や児童生徒の学校での様子が

分かる」「どちらかといえば分かる」と答えた保護

者は、小学校では約９０％、中学校では約８０％

となっており、おおむね様子が分かっています。 

「学校の教育方針や児童生徒の学校での様子

が分かる」「どちらかといえば分かる」と答えた

保護者は、小学校では８９．９％、中学校では８

０．３％となっており、おおむね様子が分かって

います。 

※数値を小数

点以下第１位

まで記載。 

３ ２５ 

平成２２年度より市内の小中学校の耐震化を進

めており、平成２６年度末の耐震化率は９５．２％

となっています。また、吊天井の撤去や照明設備

等の落下防止策を進めています。 

 

平成２２年度より市内の小中学校の耐震化を

進めてきました。平成２７年度には、市内中学校

体育館や武道場の吊天井の撤去や照明器具等の

落下防止工事が完了しました。 

※文言の修正 

３ ２６ 

急激な少子化に伴い、市内の児童生徒数は大き

く減少しています。文部科学省が定める適正な学

校規模は、小中学校ともに１校あたり１２～１８

学級としています。小学校において、今後の児童

数を現在の住民登録をもとに予測すると、平成３

２年度には、市内に１２ある小学校のうち、４校

で複式学級が発生する過小規模校となる見込みで

す。対して、中学校では、同様に、生徒数・学級

数ともに大きく減少していますが、ピーク時は過

大規模校でしたが、生徒数の減少により適正規模

になったといえます。 

急激な少子化に伴い、市内の児童生徒数は大き

く減少しています。文部科学省が定める適正な学

校規模は、小中学校ともに１校あたり１２～１８

学級としています。小学校において、今後の児童

数を現在の住民登録をもとに予測すると、平成３

２年度には、市内に１２ある小学校のうち、４校

で複式学級が発生する過小規模校となる見込み

です。対して、中学校では、同様に、生徒数・学

級数ともに大きく減少しますが、ピーク時は過大

規模校であったことから、生徒数の減少により適

正規模になるといえます。 

※文言の修正 
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３ ２８ 

（図２０）まちづくり市民意識調査 

 

 

 

 

 

（図２０）Ｈ２６ まちづくり市民意識調査 ※年度記載 

32 頁（図２３）

（図２４）も同

様 

３ ３２ 

文化団体の支援、市民文化祭や市美術展の開催

等、市民レベルでの芸術文化活動の活性化を図っ

ています。また、音楽のまちづくり推進事業の実

施や学びの森音楽祭の開催等を通して音楽文化の

振興に努めるとともに、市内の小・中学生を対象

に美術や音楽の団体鑑賞会を開催しています。し

かし、まちづくり市民意識調査においては、「芸術

文化に触れる機会が多い」と回答している人は、

全体の３０％あまりにすぎません。 

文化団体の支援、市民文化祭や市美術展の開催

等、市民レベルでの芸術文化活動の活性化を図っ

ています。また、音楽のまちづくり推進事業の実

施や学びの森音楽祭の開催等を通して音楽文化

の振興に努めるとともに、市内の小・中学生を対

象に美術や音楽の団体鑑賞会を開催しています。

しかし、平成２６年度まちづくり市民意識調査に

おいて、「芸術文化に触れる機会が多い」と回答

している人は、３２．５％となっています。 

※表現の修正

（数値を小数

点以下第１位

まで記載） 

３ ３２ 

市内の指定及び未指定物件も含め、文化財の保

存と周知、調査に努めています。また、国の重要

無形民俗文化財「魚津のタテモン行事」の曳き手

不足解消のため、平成１０年度から、たてもん曳

き手ボランティアを募集し、たてもんの運行に協

力しています。また、指定無形民俗文化財保存団

体も支援しています。まちづくり市民意識調査で

は、「郷土の歴史や祭りなどの伝統が継承され、自

然に恵まれた文化が豊かであると思う」と回答し

ている人は、全体の５０％を超えています。 

市内の指定及び未指定物件も含め、文化財の保

存と周知、調査に努めています。また、国の重要

無形民俗文化財「魚津のタテモン行事」の曳き手

不足解消のため、平成１０年度から、たてもん曳

き手ボランティアを募集し、たてもんの運行に協

力しています。また、指定無形民俗文化財保存団

体も支援しています。平成２６年度まちづくり市

民意識調査では、「郷土の歴史や祭りなどの伝統

が継承され、自然に恵まれた文化が豊かであると

思う」と回答している人は、５６．２％となって

います。 

※同上 
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５ ４２ 

認定こども園化について情報収集し、私立保育

園への情報提供を図るとともに、公立保育園につ

いては、平成 30 年度に住吉保育園、平成 31 年

度に経田保育園の認定こども園化をめざします。 

認定こども園化について情報収集し、私立保育

園への情報提供を図るとともに、公立保育園につ

いては、民設民営化又は公設民営化も視野に、私

立保育園の移行状況や保護者のニーズをみなが

ら整備に努めます。 

※表現の変更 

５ ４４ 
①キャリアに応じた研修を充実させ、教員として

の高い専門性や指導力等の資質向上を図ります。 

① キャリアに応じた研修を充実させ、教員とし

ての高い専門性や指導力等の向上を図ります。 

※文言の修正 

５ ４９ 

◆ 施策目標 ◆ 

 

・いじめ認知件数 

（千人あたり） 

小学校 ９．３件 

中学校 ７．６件 

 

 

◆ 施策目標 ◆ 

 

・いじめ（認知件数） 

（千人あたり） 

小学校 １３．０件 

中学校 ７．６件 

 

 

※データ更新 

5 ５２ 

市や学校保健委員会による「早寝・早起き・朝

ごはん」運動や挨拶運動等、家庭への規則正しい

生活の啓発活動を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市や学校保健委員会による「早寝・早起き・朝

ごはん」運動やあいさつ運動等、家庭への規則正

しい生活の啓発活動を行います。 

※表記の変更 
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5 ５３ 

 

数値目標項目 

・朝食を毎日食べる児童生徒の割合 

・普段１時間以上インターネットや

ゲームをする児童生徒の割合 

・子供が規則正しい生活をしている

と答えた保護者の割合 

 

 

 

数値目標項目 

・朝食を毎日食べる児童生徒の割合 

普段１時間以上テレビゲーム等を

する児童生徒の割合 

・子供が規則正しい生活をしている

と答えた保護者の割合 
 

※文言の修正 

５ ５３ 

本市では、豊かな地域資源を生かしながら、家

庭、学校、地域が一体となり、市として「食育」

を総合的に推進していくため、平成２４年３月に

「魚津市食育推進計画」を策定しました。 

 

 

 

 

本市では、平成２４年３月に「魚津市食育推進

計画」を策定し、豊かな地域資源を生かしながら、

家庭、学校、地域が一体となり、「食育」を総合

的に推進しています。 

※◇魚津市食

育推進計画◇

後段の表現の

変更。 

５ ５５ 

 

平成２６年度実績（平成２５年度現況） 

     魚津市  富山県 

小 5 男子 54.87   55.22 

小 5 女子 55.94   56.38 

中 2 男子 43.57   43.27 

中 2 女子 46.51   49.20 
 

 

平成２６年度実績 

     魚津市    富山県 

小 5 男子 54.61   54.96 

小 5 女子 57.11   56.31 

中 2 男子 40.16   42.25 

中 2 女子 44.29   48.08 
 

※施策目標（Ｈ

26 年 度 実 績

値）の数値変更 
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５ ５９ 

統合後、通学距離がおおむね３キロメートル以

内については、原則徒歩による通学としますが、

通学路の安全確保や地理的な事情からスクールバ

スの必要性が非常に高いと考えられる場合は、例

外的にバスの導入を検討します。また、通学区域

の弾力化も検討していきます。 

統合により、通学距離がおおむね３キロメート

ル以上については、スクールバスによる通学とし

ます。ただし、通学距離が３キロメートル以内で

あっても、通学路の安全確保や地理的な事情から

スクールバスの必要性が非常に高いと考えられ

る場合は、例外的にバスの導入を検討します。ま

た、通学区域の弾力化も検討していきます。 

 

 

 

 

※表現の修正 

５ ６2 

２ 放課後子ども教育事業 

小学生を対象に、放課後や休日を利用してサー

クル活動や地域住民との交流活動を推進します。

また、子どもたちがより有意義な土曜日を過ごせ

るように、地域の人材を活用した活動等を公民館

において展開し、地域の教育力の向上を図ってい

きます。 

 

 

２ 放課後子ども教室等推進事業 

児童生徒を対象に、放課後や休日を利用してサ

ークル活動や地域住民との交流活動を推進しま

す。また、子どもたちがより有意義な時間を過ご

せるように、地域の人材を活用した活動等を公民

館において展開し、地域の教育力の向上を図って

いきます。 

※標題の訂正 

※対象を中学

生まで拡大 

※文言の修正 

５ ６１ 

◆ 施策目標 ◆ 

H２６年度実績 H３２年度目標 

１３１，５００人 １３２，０００人 

 

◆ 施策目標 ◆ 

H２６年度実績 H３２年度目標 

１３６，２５７人 １３８，０００人 

 

※施策目標値

の変更（実績・

目標値） 
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５ ６３ 

地域の人材や資源を生かした取組みを進めるた

め、青少年教育、女性教育、成人教育団体等の育

成と、各団体と連携・協力しながら生涯学習の担

い手づくりに努めます。 

 地域の人材や資源を生かした取組みを進める

ため、青少年教育、女性教育、成人教育団体等の

育成を図るとともに、各団体と連携・協力しなが

ら生涯学習の担い手づくりに努めます。 

※文言の修正 

５ ６９ 

市内の文化関係団体との連携を図り、市民文化

祭や美術展の開催などを支援するとともに、新た

な活動や若い世代を応援するなど、芸術や文化の

振興を図ります。 

市内の文化関係団体との連携を図り、市民文化

祭や美術展の開催するととともに、新たな活動や

若い世代を応援するなど、芸術や文化の振興を図

ります。 

※文言の削除 

５ ７１ 
◆施策の展開◆ 

１ 各年代におけるスポーツ活動の機会の充実 

◆施策の展開◆ 

１ 各世代におけるスポーツ活動の機会の充実 

※標題の変更 

５ ７２ 

市民が自主的に継続できる運動やスポーツを行

えるような、スポーツに関する情報を発信し、広

報活動の展開に努めます。 

市民が自主的に運動やスポーツを継続できる

ようにスポーツに関する情報を発信し、広報活動

を充実します。 

※文言の修正 

６ ７５ 

 本計画に掲げた基本理念、基本目標、各種施策

を教育関係者や市民から幅広い理解と協力を得る

ため、市ホームページなどを活用して積極的に情

報発信を行います。 

本計画に掲げた基本理念、基本目標、各種施策

に対して教育関係者や市民から幅広い理解と協

力を得るため、市ホームページなどを活用して積

極的に情報発信を行います。 

※文言の修正 

 


